
 

 

 

 

 

 

 

報道関係者各位 

 

 

精神障害者等雇用促進セミナーを開催 

～改正法 施行に向けて 平成３０年 精神障害者雇用義務化～ 

 

平成２５年６月に「障害者の雇用の促進等に関する法律」が改正され、平成３０年

４月から法定雇用率（現行 2.0％＝民間企業）の算定基礎の対象に精神障害者が追加

されることから、更なる法定雇用率の引き上げが予想されます。 

このため、大阪労働局では次のとおり雇用促進セミナーを開催いたします 

 

精神障害や発達障害（以下「精神障害者等」という。）のある求職者の割合が急増して

いますが、企業に雇用されている精神障害者の占める割合は、身体障害者や知的

障害者に比べてまだまだ少ない状況にあり、今後の障害者の採用に当たっては、精

神障害者等の雇用への取組みが重要な鍵となります。 

しかし、企業からは、「精神障害や発達障害の特性がよく分からない」「雇用

管理をどのようにしたらいいのか」と言った不安の声も多く聞かれます。  

そこで、当局としましては、これから精神障害者等の雇用に取組んでいただく

ための参考としていただきたく、下記のとおり「精神障害者等雇用促進セミナー」

を開催いたします。 

 

記 

 
１ 日 時 平成２７年３月１７日（火）午後１時から午後４時３０分まで 

 

２ 場 所 大阪府立男女共同参画・青少年センター（ドーンセンター）７階ホール 

住所：大阪市中央区大手前１－３－４９ 

 
３ 主 催  大阪労働局・ハローワーク 

 
４ 対象者  精神障害者等の雇用経験が無い企業、精神障害者等の雇用を検討してい

る企業、精神障害者等を雇用しているが雇用管理について事例を聞いてみ
たい企業の人事担当者及び精神障害者等の就労支援を実施している担当者
等     （定員 ５００名） 

大 阪 労 働 局 発 表 

平成 27 年 2 月 26 日 

 

【照会先】 

大阪労働局職業安定部職業対策課 

（代表電話）０６（４７９０）６３１０ 

大阪労働局 
Press Release 



 

プログラム 

 

○あいさつ                  大阪労働局長 

 

 

〇講演Ⅰ 

「精神障害者・発達障害者の特性と特性に応じた配慮について」 

講師：独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 

大阪障害者職業センター 次長 古谷 護 氏 

 

 

〇当事者からの声 

「企業で働いてみて」 

講師：大阪市障害者就業・生活支援センターの支援を受けた 

障害者 

 

 

〇講演Ⅱ 

「発達障害者の就労支援の現状と課題 

～教育現場における取り組み～」 

講師：大阪大谷大学 教育学部特別支援教育専攻 

教授 小田 浩伸 氏 

 

 



精神障害者等雇用促進セミナー
開催のご案内

平成30年4月から法定雇用率の算
定基礎の対象に精神障害者が追加さ
れ、法定雇用率の更なる引き上げが
予想されるところです。

一方で、近年は精神障害や発達障
害のある求職者が急増しています。

大阪労働局では精神障害者や発達
障害者の特性や配慮事項、また、実
際に働く障害者の声を聴いていただ
き、障害者雇用を促進するセミナー
を開催いたします。

無料・事前申込要・定員500名
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◆13:00 大阪労働局長あいさつ

◆13:10～14:10 講演Ⅰ
「精神障害者・発達障害者の特性と特性に応じた配慮について」
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構

大阪障害者職業センター 次長 古谷 護 氏

◆14:10～14:50 当事者からの声
大阪市障害者就業・生活支援センターの支援を受けた障害者

（休憩 10分）

◆15:00～16:30 講演Ⅱ
「発達障害者の就労支援の現状と課題

～教育現場における取組～」
大阪大谷大学 教育学部特別支援教育専攻

教授 小田 浩伸 氏

厚生労働省大阪労働局・ハローワーク

人事担当者・支援担当者向け

平成27年3月17日（火）
時間：13:00～16:30

（受付：12:30～）

会場：大阪府立男女共同参画・
青少年センター

ドーンセンター ７階ホール

住所：大阪市中央区大手前1-3-49



精神障害者等雇用促進セミナー

参 加 申 込 書 （ Ｆ Ａ Ｘ 送 信 票 ）

担当：大阪労働局職業安定部職業対策課
障害者雇用対策係

住所：大阪市中央区常盤町1-3-8
中央大通FNビル21階

電話：０６－４７９０－６３１１

セミナーのお申し込みは、この参加申込書に必要事項を記載いただき、以下のＦＡＸ番号まで
送信してください。また、セミナー当日にも、当該参加申込書をご持参ください。

※先着順で定員に達した場合のみ
折り返しご連絡いたします。

※「参加申込書」にご記入いただ
いた個人情報につきましては、
セミナーに関する目的以外には
使用いたしません。

※無料駐車場はございません。

開催の都合上、
３月１０日(火)までに
お申し込みください。

〈 ＦＡＸ：０６－４７９０－６３１５ 〉

御社（機関）名

連絡先 TEL： FAX：
(ふりがな)

お名前

部署名/役職名

備 考
※手話通訳が必要な場合や車椅子でご参加される場合等は、その旨をご記入ください。

27-270213hp



１．障害者の権利に関する条約の批准に向けた対応 施行期日：平成28年4月1日

障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律の概要

雇用の分野における障害者に対する差別の禁止及び障害者が職場で働くに当たっての支障を改
善するための措置（合理的配慮の提供義務）を定めるとともに、障害者の雇用に関する状況に鑑み、
精神障害者を法定雇用率の算定基礎に加える等の措置を講ずる。

（１）障害者に対する差別の禁止
（２）合理的配慮の提供義務
事業主に、障害者が職場で働くに当たっての支障を改善するための措置を講ずることを義務付ける。
ただし、当該措置が事業主に対して過重な負担を及ぼすこととなる場合を除く。

（想定される例）
・ 車いすを利用する方に合わせて、机や作業台の高さを調整すること
・ 知的障害を持つ方に合わせて、口頭だけでなく分かりやすい文書・絵図を用いて説明すること
→（１）（２）については、公労使障の四者で構成される労働政策審議会の意見を聴いて定める「指針」
において具体的な事例を示す。

（３）苦情処理・紛争解決援助

２．法定雇用率の算定基礎の見直し 施行期日：平成30年4月1日

法定雇用率の算定基礎に精神障害者を加える。ただし、施行（Ｈ30）後５年間に限り、精神障害者を法定
雇用率の算定基礎に加えることに伴う法定雇用率の引上げ分について、本来の計算式で算定した率より
も低くすることを可能とする。

◎ 法定雇用率の算定基礎の対象に、新たに精神障害者を追加 。

◎ 法定雇用率は原則５年ごとに見直し。

⇒ 施行後５年間（平成30年4月1日～平成35年3月31日まで）は猶予期間とし、

精神障害者の追加に係る法定雇用率の引き上げ分は、計算式どおりに引き

上げないことも可能【激変緩和措置】。

※具体的な引上げ幅は、障害者の雇用状況や行政の支援状況等を踏まえ、

労働政策審議会障害者雇用分科会で議論。

【激変緩和措置の内容】

○ 平成25年4月1日～平成30年3月31日 身体障害者・知的障害者を算定基礎として計算した率（2.0％）

○ 平成30年4月1日～平成35年3月31日 身体障害者・知的障害者を算定基礎として計算した率と

身体障害者・知的障害者・精神障害者を算定基礎として

計算した率との間で政令で定める率

○ 平成35年4月1日以降 身体障害者・知的障害者・精神障害者を算定基礎として計算した率



73.1%

19.4%

7.4%

平成26年

全 数
31,921人

身体障害者
23,342人

知的障害者
6,204人

精神障害者
2,375人

86.5%

12.7%

0.8%
平成18年

全 数
22,024人

身体障害者
19,042人

知的障害者
2,797人

精神障害者
185人

57.5%

24.0%

17.7%

0.8%

平成18年度

知的障害者
2,215件

精神障害者
1,636件

その他 71件

全 数
9,233件

42.3%

20.9%

33.8%

3.0%

平成25年度

身体障害者
5,571件

知的障害者
2,755件

精神障害者
4,452件

その他 393件

全 数
13,171件

大阪府内に本社のある企業の雇用障害者数の推移

ハローワークに求職申込みしている障害者数の推移

身体障害者
5,311件

＊「その他」の障害者
障害者手帳を所持して
いない発達障害者、難
病障害者、高次脳機能
障害者 等

(大阪府内ハローワークの取扱い状況：新規求職申込件数)

＊各年6月1日現在の状況
雇用率の計算上、重度障害をダブルカウント、短時間労働
者を0.5カウントするが、本グラフついては、ダブルカウント及
び0.5カウントせずに実数値としている。


